
単位：円

科　目 H29年度予算額 H30年度予算額 差　額 備　　考

繰越金 103,003 344,506 241,503 前期繰越金

賃貸料 12,000,000 12,000,000 0 ローソン賃料

地代 4,122,223 4,123,000 777 山﨑・高橋氏地代分

使用料 122,223 123,000 777 路線バス待機場所管理費

案内板維持管理 30,000 10,000 △ 20,000 新会員案内板（２社）

事業収入 200,000 0 △ 200,000

利息 20 10 △ 10 預金利息

繰入 0 956,000 956,000 一般会計から

預り消費税 1,299,554 1,300,000 446 賃貸料、地代、使用料分

合計 17,877,023 18,856,516 979,493  

 

〔支 出 の 部 〕 単位：円

科　目 H29年度予算額 H30年度予算額 増　減 備　　考

地代 7,500,000 7,750,000 250,000 土地借上げ代

　産業振興センター分 3,600,000

　駐車場分 4,150,000

産業振興センター
　維持運営費 4,560,000 6,104,000 1,544,000

　　給与 4,550,000 専属１名、兼務１名

  　諸手当 80,000

　　交通費 126,000

　　委託料 450,000 パソコン保守等

　　光熱水費 45,000 電気代

　　通信費 90,000 電話代

　　固定資産税等 365,000

　　下水道負担金 98,000

　　雑費 300,000 消耗品、保険、ホームページ保守等

活性化・環境整備・
　まちづくり対策 1,455,000 760,000 △ 695,000

　　産学官連携関係 0 100,000 100,000

　　顧問税理士関係 0 460,000 460,000 顧問税理士料

　　顧問弁護士関係 648,000 0 △ 648,000 顧問弁護士料

　　その他事業 807,000 200,000 △ 607,000 工業団地ＰＲ、地方活性化事業推費等

返済金 305,000 0 △ 305,000 京葉銀行（完済）

保証金返済 2,496,000 2,496,000 0 ローソン返済金等

案内板維持費 20,000 10,000 △ 10,000

積立 1,300,000 1,300,000 前期預り消費税

予備費 1,541,023 436,516 △ 1,104,507

合　計 17,877,023 18,856,516 979,493

①今年度の予算は、前年度決算を考慮し計上しました。

③新規に産学官連携関係事業費及び顧問税理士料を計上しました。顧問弁護士は、契約を更新しません。

〔収 入 の 部〕

平成３０年度予算の特徴

《事業会計》

➁収入予算の一般会計からの繰り入れは、前年度決算において不足する消費税の積立てのため行うものです。


